
 
 

職務の変化については、再雇用者全体（フル

タイム・パートタイム・嘱託）では、次のよう

になっており、いずれの雇用形態でもおおむね

似た傾向です。 
●定年前とほぼ同様：55.0％ 
●定年前と同様だが業務範囲・責任が縮小：

27.9％ 
●定年前と関連するが異なる職務：8.1％ 
●定年前とは全く異なる職務：9.0％ 
シニア人材のモチベーションを考えるうえ

で参考にしたいデータです。 
◆シニア人材に対する会社の対応が

若手社員に与える影響 
調査結果からは、若い世代ほど、シニア人材

は「給料をもらいすぎだ」「成果以上に評価さ

れている」と感じており（いずれも 20 代社員

では約３割）、不公平感を抱いています。 
また、シニア人材の役割や仕事を明確にして

いなかったり、シニア人材が孤立しているよう

な会社では、転職意向を持つ若手社員が、そう

でない会社に比べて２倍以上多いようです。こ

の傾向は、20 代、30 代、40 代のどの年齢層で

も同様です。シニア人材の処遇が不透明なこと

が、人材流出の大きな要因となることがわかり

ます。 
◆シニア人材への教育・研修が不十

分 
シニア人材に対する教育・研修の実施につい

て、「実施されていない」との回答が 50.7％、

「実施されているが、充実していない」との回

答が 29.8％あった一方、「実施されており、充

実している」との回答は２割以下（19.5％）で

した。シニア人材の職務の検討やモチベーショ

ン維持・向上を考えるにあたり、この点はもっ

と重視する必要があるかもしれません。 
日本の労働力人口が減少していくと推計さ

れているなか、シニア人材への対応をきちんと

考えることは、会社の成長にもつながる前向き

な話なのです。 
【パーソル総合研究所 「シニア従業員とその

同僚の就労意識に関する定量調査」】 
https://rc.persol-
group.co.jp/news/202105281100.html 
 
夫婦共同扶養の場合におけ

る被扶養者の認定に新基準 
◆厚生労働省から新基準が公表され

ました 
厚生労働省から、「夫婦共同扶養の場合に

おける被扶養者の認定について（令和３年４

月 30 日保保発 0430 第２号・保国発 0430 第１

号）」という通知が出されました（５月 12

日）。これにより、夫婦共同扶養の場合にお

ける被扶養者の認定について、これまでの通

達（昭和 60 年６月 13 日付保険発第 66 号・

庁保険発第 22 号通知）が廃止され、新たな基

準が適用されます（令和３年８月１日よ

り）。 

◆背景 
令和元年に成立した健康保険法等の一部を

改正する法律（令和元年法律第９号）の附帯

決議で、「年収がほぼ同じ夫婦の子につい

て、保険者間でいずれの被扶養者とするかを

調整する間、その子が無保険状態となって償

還払いを強いられることのないよう、被扶養

認定の具体的かつ明確な基準を策定するこ

と」とされ、これを踏まえたものです。 

◆夫婦とも被用者保険の被保険者の

場合の取扱い（新基準） 
基準には、「夫婦の一方が国民健康保険の

被保険者の場合の取扱い」、「主として生計

を維持する者が健康保険法第 43 条の２に定

める育児休業等を取得した場合の取扱い」な

どが定められています。ここでは、「夫婦と

も被用者保険の被保険者の場合の取扱い」の

新基準をみてみます。 

(1) 被扶養者とすべき者の員数にかかわら

ず、被保険者の年間収入（過去の収入、現

時点の収入、将来の収入等から今後１年間

の収入を見込んだものとする。以下同

じ。）が多い方の被扶養者とする。 

(2) 夫婦双方の年間収入の差額が年間収入の

多い方の１割以内である場合は、被扶養者

の地位の安定を図るため、届出により、主

として生計を維持する者の被扶養者とす

る。 

(3) 夫婦の双方又はいずれか一方が共済組合

の組合員であって、その者に被扶養者とす

べき者に係る扶養手当又はこれに相当する

手当の支給が認定されている場合には、そ

の認定を受けている者の被扶養者として差

し支えない。なお、扶養手当等の支給が認

定されていないことのみを理由に被扶養者

として認定しないことはできない。 

(4) 被扶養者として認定しない保険者等は、

当該決定に係る通知を発出する。当該通知

には、認定しなかった理由（年間収入の見

込み額等）、加入者の標準報酬月額、届出

日及び決定日を記載することが望ましい。

被保険者は当該通知を届出に添えて次に届

出を行う保険者等に提出する。 

(5) (4)により他保険者等が発出した不認定に

係る通知とともに届出を受けた保険者等

は、当該通知に基づいて届出を審査するこ

ととし、他保険者等の決定につき疑義があ

る場合には、届出を受理した日より５日以

内（書類不備の是正を求める期間及び土日

祝日を除く。）に、不認定に係る通知を発

出した他保険者等と、いずれの者の被扶養

者とすべきか年間収入の算出根拠を明らか

にした上で協議する。この協議が整わない

場合には、初めに届出を受理した保険者等

に届出が提出された日の属する月の標準報

酬月額が高い方の被扶養者とする。 

標準報酬月額が同額の場合は、被保険者

の届出により、主として生計を維持する者

の被扶養者とする。なお、標準報酬月額に

遡及訂正があった結果、上記決定が覆る場

合は、遡及が判明した時点から将来に向か

って決定を改める。 

(6) 夫婦の年間収入比較に係る添付書類は、

保険者判断として差し支えない。 

【厚生労働省「夫婦共同扶養の場合における

被扶養者の認定について」PDF】 

https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/
T210512S0010.pdf 

コロナ対策で注目、「昼休み

の時差取得」 
◆「昼休みの時差取得」とは 
 令和３年５月に「新型コロナウイルス感染症

対策の基本的対処方針」（新型コロナウイルス

感染症対策本部決定）が改正され、感染防止の

ための取組みに「昼休みの時差取得」が追加さ

れました。昼休みを一斉に取得した場合、休憩

室や更衣室、喫煙室やエレベーター、近隣店舗

などに人が集中し、感染リスクが高まる可能性

があります。これを抑制するために、昼休みの

時間をずらして取得してもらうという取組み

です。 

◆手続き上の留意点 
 労働基準法では、休憩時間は労働者に一斉に

与えなければならないこととされており、昼休

みを時差取得とする場合には、労使協定を締結

して、①対象者の範囲、②新たな昼休みの時間

の２点を取り決めなければなりません。労働者

の意向などもよく確認しながら、職場の実情に

応じて取り決めることが重要とされています。 

※労使協定は、過半数労働組合または過半数代

表者と書面で締結する必要があります。 

※以下の業種については、一斉休憩の規定は適

用されていません。 

①運輸交通業、②商業、③金融・広告業、④

映画・演劇業、⑤通信業、⑥保健衛生業、⑦

接客娯楽業、⑧官公署（現業部門を除く） 

※常時 10 人以上の労働者を使用する事業場の

場合、就業規則の変更手続も必要です。 

◆労使で話し合い、理解を求める 
 感染症対策に有効な昼休みの時差取得です

が、導入を検討する際には、そもそもなぜ休憩

時間の一斉付与が原則とされているのか、労使

ともに理解しておくべきでしょう。働いている

同僚を気にして休憩を早めに切り上げたり、ず

らして取得している休憩時間中に取引先に対

応する、あるいは休憩時間を取り過ぎるといっ

たことがないよう、労使で導入・運用について

意向を擦り合わせながら、効果的かつ適切な感

染症対策をすることが望まれます。 

【厚生労働省「基本的対処方針の改正等を踏ま

えた、職場における新型コロナウイルス感染症

対策の拡充について、経済団体などに協力を依

頼しました」】 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_18659.

html 

 

通常どおり労働したものとして取り扱うこと）

を認めることなどは、労働者が任意に利用でき

るものである限り、ワクチン接種を受けやすい

環境の整備に適うものであり、一般的には、労

働者にとって不利益なものではなく、合理的で

あると考えられることから、就業規則の変更を

伴う場合であっても、変更後の就業規則を周知

することで効力が発生するものと考えられま

す（※）。 

こうした対応に当たっては、新型コロナワク

チンの接種を希望する労働者にとって活用し

やすいものになるよう、労働者の希望や意向も

踏まえて御検討いただくことが重要です。 

※常時 10 人以上の労働者を使用する事業場の

場合、就業規則の変更手続も必要です。」 

【厚生労働省「職域接種に関するお知らせ」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuit

e/bunya/vaccine_shokuiki.html 

【厚生労働省「新型コロナウイルスに関する

Q&A（企業の方向け）」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuit

e/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00

007.html 

 

同一労働同一賃金関連の労

組事案が増加 

～令和２年 労使間の交渉

等に関する実態調査より 
◆非正規社員において組合加入資格

がある労働組合の割合が上昇 
厚生労働省が、令和２年「労使間の交渉等に

関する実態調査」結果（有効回答 3,335 組合。

組合員 30 人以上の労働組合で、令和２年６月

30 日現在の状況等について調査）を公表しま

した。 

同調査によれば、事業所に正社員以外の労働

者がいる労働組合について、労働者の種類別に

「組合加入資格がある」 をみると、「パート

タイム労働者」38.2％（平成 30年調査 35.6％）、

「有期契約労働者」41.4％（同 39.9％）、「嘱

託労働者」37.4％（同 35.6％）、「派遣労働者」

6.1％（同 5.2％）となっており、非正規社員に

組合加入資格がある労働組合の割合が上昇し

ていることがわかりました。 

◆「同一労働同一賃金に関する事項」

の話合いを持った組合が増加 
過去１年間（令和元年７月１日～令和２年６

月 30 日）に、正社員以外の労働者に関して使

用者側と話合いが持たれた事項（複数回答）を

みると、「同一労働同一賃金に関する事項」

40.5％ （平成 30 年調査 15.4％）が最も高く、

次いで「正社員以外の労働者（派遣労働者を除

く）の労働条件」38.3％（同 38.9％）、「正社

員以外の労働者（派遣労働者を含む）の正社員

への登用制度」 23.8％（同 24.4％）などとな

っています。 

働き方改革関連法による「同一労働同一賃

金」が、本年４月から中小企業にも全面適用さ

れました。今後も「同一労働同一賃金」につい

て話合いが持たれるケースは増えることが予

想され、企業としても相応の対応が必要にな

るものと考えられます。 

◆法改正への対応も 
過去３年間（平成 29 年７月１日～令和２年

６月 30 日）において、「何らかの労使間の交

渉があった」事項をみると、「賃金・退職給付

に関する事項」 74.9％（平成 29 年調査

73.9％）、「労働時間・休日・休暇に関する事

項」74.1％（同 72.2％）、「雇用・人事に関

する事項」61.0％（同 60.2％） などとなって

おり、労使間の交渉の結果、労働協約の改定ま

たは新設がされた事項（複数回答）は、「育児

休業制度、介護休業制度、看護休暇制度」

37.5％（前回 39.9％）、「賃金額」37.1％（同 

36.0％）、「賃金制度」33.3％（同 34.3％）

となっています。 

今国会で育児・介護休業法の改正法が成立

したこともあり、育児・介護休業制度などは今

後も見直しが予定される分野です。法改正の

動きも注視しながら、企業としても早めに対

応を検討していきたいところです。 

【厚生労働省「令和２年 労使間の交渉等に

関する実態調査」】 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/18-

r02.html 

 

シニア人材の処遇の不透明

さは若手社員の流出につな

がる 

～パーソル総合研究所の調

査から 
◆法令対応以外にも重要なことが

ある 
改正高年齢者雇用安定法が４月１日に施行

されました。従業員の 70 歳までの就業確保を

努力義務とする規定が盛り込まれています。

法令への対応は当然すべきことですが、パー

ソル総合研究所が行ったシニア人材の就業実

態や就業意識に関する調査からは、法令対応

以外の会社の対応も、経営にとって重要であ

ることがわかります。 
◆定年後再雇用後の年収の変化、職

務の変化 
定年後再雇用により、約９割の人が定年前

より年収が下がっており、「50％より下がっ

た」との回答が 27.6％で最多、平均では 44.3％
の低下となっています。 

新型コロナワクチンの職域

接種と労働時間の取扱い 
新型コロナワクチンの接種を加速化する

ため、企業や大学での「職域接種」が６月 21

日から可能とされ、６月８日から申請の受付

が開始されています。一部の企業や大学では

職域接種を実施するとの報道もされていま

す。 

◆職域接種の概要 
職域接種は自治体からの接種券が届く前

でも可能ですが、会場や人員は企業等が自ら

確保しなければなりません。実施形態として

は、企業単独実施のほか、中小企業が商工会

議所等を通じての共同実施、下請け企業、取

引先を対象に含めての実施などがあります。 

企業や大学に求められる主な実施要件は、

以下のとおりです。 

(1) 医師・看護師等の医療職のほか、会場運

営のスタッフ等、必要な人員を企業や大学

等が自ら確保すること。また、副反応報告

などの必要な対応を行うことができるこ

と。 

(2) 接種場所・動線等の確保についても企業

や大学等が自ら確保すること。 

(3) 社内連絡体制・対外調整役を確保するこ

と（事務局を設置すること）。 

(4) 同一の接種会場で２回接種を完了する

こと、最低 2,000 回（1,000 人×２回接種）

程度の接種を行うことを基本とする。 

(5) ワクチンの納品先の事業所でワクチン

を保管の上、接種すること。 

◆ワクチン接種に関する休暇や労

働時間の取扱い 
ワクチン接種自体は業務ではありません

が、接種に費やす時間や副反応が出た場合の

労働時間や休暇の取扱いが気になるところ

です。厚生労働省の見解は以下のとおりで

す。 

「職場における感染防止対策の観点から

も、労働者の方が安心して新型コロナワクチ

ンの接種を受けられるよう、ワクチンの接種

や、接種後に労働者が体調を崩した場合など

に活用できる休暇制度等を設けていただく

などの対応は望ましいものです。 

また、①ワクチン接種や、接種後に副反応

が発生した場合の療養などの場面に活用で

きる休暇制度を新設することや、既存の病気

休暇や失効年休積立制度（失効した年次有給

休暇を積み立てて、病気で療養する場合等に

使えるようにする制度）等をこれらの場面に

も活用できるよう見直すこと、②特段のペナ

ルティなく労働者の中抜け（ワクチン接種の

時間につき、労務から離れることを認め、そ

の分終業時刻の繰り下げを行うことなど）や

出勤みなし（ワクチン接種の時間につき、労

務から離れることを認めた上で、その時間は
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